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◎特定建設工事共同企業体により参加申
請を行う場合 共同請負入札参加資格
審査申請書、特定建設工事共同企業体
協定書、委任状及び共同企業体編成表
並びに上記以外の申請書及び資料は、
平成25年７月５日（金）から平成25年
７月29日（月）までの土曜日、日曜日
及び祝日を除く毎日、午前10時から午
後４時（ただし、正午から午後１時の
間は除く。）までとする。

提出場所 原本を次に提出する。〒163`

1382 東京都新宿区西新宿六丁目
５番１号（新宿アイランドタワー
６階）独立行政法人都市再生機構
東日本賃貸住宅本部工務検査部工
務チーム 電話03`5323`2439

| 資料の提出方法、期間及び場所
提出方法 資料は、あらかじめ前日までに

提出日時を連絡のうえ、内容を説
明できる者が持参するものとし、
郵送又は電送によるものは受け付
けない。

提出期間 上記{と同じ。
提出場所 上記{と同じ。

_ 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法
{ 入札の日時及び入札書の提出方法
日時 平成25年９月10日（火）午前10時か
ら正午まで

提出方法 入札書の提出期限までに首都圏
入札チーム（上記３]参照）に持
参又は同日同時刻必着での書留郵
便による郵送とすること（電送に
よるものは受け付けない。）。

| 開札の日時及び場所
開札日時 平成25年９月11日（水）午前10

時（予定）
開札場所 東京都新宿区西新宿六丁目５番

１号新宿アイランドタワー19階
独立行政法人都市再生機構東日本
賃貸住宅本部入札室

` 入札方法等 入札執行回数は、原則として
２回を限度とする。ただし、２回目の入札で
落札者がないときは、直ちに又は別に日時を
定めて、２回目の入札参加者の中から希望者
を募り、見積り合わせを行うことがある。な
お、見積り合わせの執行回数は、原則として
２回を限度とする。

４ その他
\ 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金
{ 入札保証金 免除
| 契約保証金 請負代金額の10分の３以上
を納付。ただし、金融機関又は保証事業会
社の保証をもって契約保証金の納付に代え
ることができる。また、公共工事履行保証
証券による保証を付し、又は履行保証保険
契約の締結を行った場合は、契約保証金を
免除する。

^ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。

_ 落札者の決定方法 当機構であらかじめ作
成した予定価格の制限の範囲内で最低の価格
をもって入札した者を落札者とする。ただし、
落札者となるべき者の入札価格によっては、
その者により当該契約の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められると
き、又はその者と契約を締結することが公正
な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあっ
て著しく不適当であると認められるときは、
予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札
した他の者のうち、最低の価格をもって入札
した者を落札者とすることがある。なお、落
札となるべき同価格の入札をした者が２人以
上あるときは、くじ等により落札者を決定す
るものとする。

` 上記_のただし書きに該当し、入札（見積）
心得書第９条第２項に定める低入札価格調査
の結果、契約内容に適合した履行がなされる
と認められた場合、入札者が履行可能な理由
として説明した事項を確認書として締結し、
確認書の内容に不履行等が認められた場合に
は、工事成績評定点を減ずる。

a 支払条件 前払金40％以内、その他部分払
及び完成払

b 手続における交渉の有無 無
c 契約書作成の要否 要
d 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を本工事の請負契約の相手方との随意契約
により締結する予定の有無 無

e 関連情報を入手するための照会窓口 首都
圏入札チーム（上記３]参照）

Ĉ 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２]に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記３^により申
請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、開札までに当該資格
の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を
受けなければならない。

D̂ 詳細は、入札説明書による。
Ê 独立行政法人が行う契約については、「独立
行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」
（平成22年12月７日閣議決定）において、独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約
をする場合には、当該法人への再就職の状況、
当該法人との間の取引等の状況について情報
を公開するなどの取組を進めるとされている
ところです。これに基づき、以下のとおり、
当機構との関係に係る情報を当機構のホーム
ページで公表しますので、所要の情報の当方
への提供及び情報の公表に同意の上で、応札
若しくは応募又は契約の締結を行っていただ
きますよう御理解と御協力をお願いいたしま
す。なお、案件への応札若しくは応募又は契
約の締結をもって同意されたものとみなさせ
ていただきますので、ご了知願います。また、
応札若しくは応募又は契約の締結を行ったに
もかかわらず、情報提供等の協力をしていた
だけない相手方については、その名称等を公
表することがあり得ますので、ご了知願いま
す。
１）公表の対象となる契約先 次のいずれに
も該当する契約先
{ 当機構との間の取引高が、総売上高又
は事業収入の３分の１以上を占めている
こと

| 当機構において役員を経験した者（役
員経験者）が再就職していること又は課
長担当職以上の職を経験した者（課長担
当職以上経験者）が役員、顧問等として
再就職していること

２）公表する情報 上記に該当する契約先に
ついて、契約ごとに、工事、業務又は物品
購入等契約の名称及び数量、契約締結日、
契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲
げる情報を公表します。

{ 当機構の役員経験者及び課長担当職以
上経験者（当機構ОＢ）の人数、職名及
び当機構における最終職名

| 当機構との間の取引高
} 総売上高又は事業収入に占める当機構
との間の取引高の割合が、次の区分のい
ずれかに該当する旨 ３分の１以上２分
の１未満、２分の１以上３分の２未満又
は３分の２以上

~ １者応札又は１者応募である場合はそ
の旨

３）当方に提供していただく情報
{ 契約締結日時点で在職している当機構
ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及び
当機構における最終職名等）

| 直近の事業年度における総売上高又は
事業収入及び当機構との間の取引高

４）公表日 契約締結日の翌日から起算して
72日以内

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yukio Ohtani Director

General of East Japan Rental Housing Of-

fice, Urban Renaissance Agency.

] Classification of the services to be pro-

cured : 41

^ Subject matter of the contract : （Tem-

porary Title) Construction of elementary

and junior high school building in new ur-

ban area of Nagareyama City, and other ur-

ban development project

_ Time-limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. 29 July 2013

` Time-limit for the submission of tenders :

12 : 00 A.M. 10 September 2013

a Contact point for tender documents : Bid-

ding ＆ Contract Team for Tokyo Metro-

politan Area, General Affairs Department,

East Japan Rental Housing Office, Urban

Renaissance Agency, 6`5`1, Nishishin-

juku, Shinjuku-ku, Tokyo 163`1382 TEL

03`5323`2591
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